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【要旨】 
 これまで多国籍企業は、グローバル市場戦略や生産のグローバル最適配置について推し進めて

きた。８０年代後半以降のグローバリズムの加速や IT の普及により R&D の国際化も加速されるよう

になった。生産の海外展開と違って R&D の海外展開は専ら先進国であったが、近年に至っては、

中国やインドのような新興国にも大規模に展開されるようになった。市場の潜在性や人材プールの

大きさから欧米企業ではインドをグローバルなイノベーション拠点として活用するようになったが、

日本企業の対インド R&D 展開は少ない。 

 スズキをはじめインドで活動している日系企業 4 社への文献サーベイや現地ヒアリング調査を行

った。インドで展開されている日系企業では、現地化のための R&D 展開、「Local for local」の R&D

戦略、市場密着で現場重視の R&D 活動といった特徴が見られた。他方、文献サーベイや現地調

査を通じた米系企業（GE と IBM）の特徴は、R&D を起点とする市場戦略、R&D のネットワーク戦略

或いは「Local for global」の R&D 戦略、欧米並みのマネジメント体制での基礎研究の展開などが挙

げられる。 

 R&D 活動のパフォーマンス評価尺度である質、コスト、時間を念頭に、インドで活動している日系

企業と米系企業に対するケーススタディを通じて、日本企業に現地化を中心とした漸進的なアプロ

ーチと R&D を起点とした非連続的なアプローチを内容とする「戦略ミックスモデル」の採用、それに

伴う制度によるガバナンス体制の確立、そしてインドのグローバルナレッジセンター化に注目、活用

といった示唆が提起される。 

 

キーワード：モノ作り文化、 研究開発の国際化、現地化、二極体制、R&D の最適配置 
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1 問題の提起 

 1980 年代後半以降のグローバル化の進展や 90 年代の IT 普及に伴い、市場、生産、資金、

技術、人材のグローバル化が生じ、企業のバリューチェーンの一環としての研究開発(R&D)

の国際化も加速された。研究開発活動の国際化にはいくつかの目的がある。最初に必要な

のは、海外市場での販売を行うために本国から移転された製品や技術の現地化である。次

には海外特定市場を対象にした現地特有の技術や製品開発が必要となるケースである。さ

らに、海外の人材などの研究開発リソースを利用してグローバル市場向けの製品開発、或

いは本社向けの基礎研究を行わせる活動である。つまり、特定市場獲得のための研究開発

と人材リソース活用のための研究開発が R&D 国際化の目的となる。 

 これまで R&D 活動と言えば、そのロケーションは基本的に先進国である。しかし、市場

の成長性や人材プールの豊富さから中国同様、インドもグローバルイノベーション地域と

して注目されている。欧米大手多国籍企業の多くはインドを自社研究開発の一極として活

用している。しかし、日本企業の間ではインドブームとも言うべき現象は起きているが、

インドにおける R&D 活動の展開はまれである。インドにおける日系企業の R&D 展開が少

ないのは、言葉の壁があること、日印間の人材交流が少ないこと、インドの技術者の日本

のモノ作り文化への理解に懸念があることなど数多くの要因が言われている。しかし、上

述した要因よりも R&D 国際展開の戦略やマネジメント方法に問題があるではないかと思

われる。なぜなら、日系企業による欧米や中国・アセアンでは数多くの R&D 活動が展開さ

れているからである。 

 本研究は、上述の仮説を立てて R&D の国際化及びインドでの展開に関する日本企業のス

タンスを確認したうえで、インドで活動している日系企業と米系企業のケーススタディー

を通じて上述の仮説を検証し、日系企業にインドにおける研究開発活動展開の戦略やマネ

ジメントに示唆や提言を行うことを目的として実施した。 

 

２ R&D の国際化：日本企業のスタンス 

2.1 世界の潮流となった R&D の国際化 

 多国籍企業のマーケティング活動、生産活動、資金調達活動と比べ、R&D活動の国際化

は比較的に遅れた分野である。しかし、海外でのR&D活動自体は戦後すぐ散見された。例

えば、米系Monsanto化学社は戦後間もなく英国のNew Portで基礎研究センターを設立した。

その後、米系Esso石油会社も基礎研究を遂行するため英国に実験室を立ち上げた1。 

                                                  
1 World Investment Report 2005:Transnational Corporations and the Internationalization of 

R&D.p.121 
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その後、特に国内市場が小さくかつ国内研究開発の人的資源の少ない工業国におけるR&D

の国際化が進められた。例えば、スイスのABB、Novartis、Roche、オランダのPhilipsや

スウェーデンのEricssonなどの多国籍企業はR&D国際化を非常に積極的に展開した。Oliver 

Gassmann & M.V.Zedtwitz の調査によれば、1980 年代末ごろにスイス、オランダ、ベルギー

企業の 50％以上のR&D活動は外国で行われていた2。他方、1985 年～1993 年の間に米国

による海外でのR&D関連投資は国内より３倍以上で拡大し、R&D投資総額に占める海外向

けのシェアも 1985 年の 6％から 1993 年の 10％までに高まった。図表１が示すように、そ

の後も海外向けのシェアは増え続けている。また、同時期に米国に設立された外資マジョ

リティ企業のR&D投資の米国全体のR&D投資に対するシェアは、9％から 15％までに高め

られた。同じように、EU-15 におかる外資系R&D機関の支出対全支出の比率は、1981 年

の 4.5％から 2004 年の 10.1％に倍増した3。実際、英国、カナダ、フランス、イタリア、

ロシアなどでは多国籍企業の研究開発機関がいずれも大きなプレゼンスを示している。 

 

図表1米系多国籍企業のR&D投資における海外マジョリティ
子会社向けのシェア
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 (出所)National Science Board (2008)  

 

 

                                                 

 

図表2　日米欧大手TNCｓのR&D支出における海外支出
の比率(2004-05)
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 (出所)World Investment Report 2005  

 
2 Oliver Gassmann & M.V.Zedtwitz”New Concepts and trends in international R&D orgnazation”  
3 National Science Board ”Science and Engineering Indicators 2008” 
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図表 2 が示すように、全体的に日本企業による R&D 活動の国際化は遅れているが、欧米

での R&D 拠点設置の加速や生産拠点の海外シフトにより R&D 活動の国際化も加速された。 

例えば、UNCTAD の調査では、2005 年～2009 年までの多国籍企業の海外 R&D 活動戦略

について、対外 R&D 投資を「増加」と回答する企業全体では 69％となっているいが、日

本企業では 90％と、欧州企業の 60％より遥かに高く R&D の国際化の意向が強いと見て取

れる。実際、日本の大企業約 50 社の CTO が参加している「日本 CTO フォーラム」でのア

ンケート調査においても、九割以上が R&D の国際展開の必要性があると回答している(図

表 3)。 

 
図表3　R&D国際展開の必要性

(2008年5月)
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      (出所)「日本 CTO フォーラム」アンケート調査 

 

2.2 グローバルの R&D 拠点となりつつあるインド 

 それでは、多国籍企業はR&D活動の国際展開に当たってどのような動機に基づいて、ど

のような地域に展開しているのかを検証する必要がある。これについて数多くの先行研究

が蓄積されている。海外製造拠点や海外顧客への技術サポートと海外技術開発のモニター

や熟練した技術者や科学者へのアクセス(活用)が最も基本的な動機或いは要因であると言

える4。J.Niosi & B Godinのサーベイによれば、上述の動機や要因に基づいて設置された海

外R&D拠点は、1)本国からの技術移転を図る拠点(technology-transfer units:TTUs)、2)現

地市場に必要な新製品開発のための固有技術開発拠点(indigenous technology units:ITUs)、

3)より進んでグローバル市場向けの新製品や技術を開発するグローバル技術開発拠点

(global technology units:GTUs)、4)本社向けの基礎研究を遂行する研究開発拠点(corporate 

technology units:CTUs)に分類することができるとされる5。 

                                                  
4 N.Mrinalini and Sandhya Wakdikar “Foreign R&D sentres in India: Is there any positive impact?”、

金堅敏「中国における外資企業の R&D 活動と日系企業」。 
5 Jorge Niosi and Benoit Godin “Canadia R&D abroad management practices”. 
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 上述の海外 R&D 拠点の設立に当たって 1)の TTUs については特定ローカル市場に密着

した地域への設置を基本とするが、2)の ITUs から 3)の GTUs、そして 4)の CTUs につい

ては立地選択の問題が重要となる。2004 年に英 EIU(The Economist Intelligence Unit)に

よる大手多国籍企業 104 社の役員に対する調査の結果によると、調査対象企業が立地選択

に当たってもっとも重視する要素は、1)自社の産業分野における地場の R&D 活動の蓄積が

あるかどうか、2)適切なスキルを有する R&D 要員がいるかどうか、3)R&D 要員の労働コ

スト、4)経験のあるローカルの R&D 拠点マネジャーがいるかどうか、などが挙げられてい

る。同調査によると、中国、米国、インドが立地選択のトップ 3 となる(図表 4)。インドの

優位性について、EIU は、2000 年以降インドはソフトウェア R&D のハブになっていただ

けに止まらず、インドの技術者は英語が話せること、賃金も高くないこと、欧米式の教育

が取り入れられていることなどが挙げられており、インドの R&D 能力はソフトウェアを超

えて拡大していると評価している。 

 

図表4　海外R&D投資の中期的立地選択意向トップ10
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(出所)The EIU(2004) 

 

 2005 年に行われたUNCTADの調査もEIUの調査結果を裏付けている(図表 5)。中期的な

R&D投資における魅力的な地域のトップ３は中国、米国、インドが挙げられている。日本

では、「世界の市場」となりつつある中国が多国籍企業のR&D活動拠点として認識されるの

は「技術の現地化のため」と理解されやすいが、市場の成長が遅れているインドが第 3 番

目にランクインしたのは理解されにくいかもしれない。しかし、インドなどの途上国が多

国籍企業のR&D投資先として注目されてきているのは、グローバル競争の加速、技術の進

歩、通商政策枠組みの変化を反映したものであるとUNCTADは分析している6。具体的には、

1)グローバルな競争激化で新製品、新技術の開発スピード短縮が要求される一方、製品・サ

                                                  
6 UNCTAD“The Impact of FDI on Development:Globalization of R&D by Transnational Corporations 

and Implications for Developing Countries”（2004.12.07）。 
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ービスのライフサイクルが益々短くなり、R&Dコストが上昇するので、R&D要員のマンパ

ワーやコストに優位のあるインドなどの途上国が注目されたこと、2)技術的には、製品のモ

ジュール化と同じように技術開発やデザイン活動のモジュール化が進み、R&D活動も一連

の単独で遂行可能な「モジュール」から構成されるようになり、生産と同じようにグロー

バル最適配置によるR&Dネットワークが構築できることや、マイクロエレクトロニクス、

バイオ、製薬、化学、ソフトウェアなどのR&D活動は少ない産業の経験(less industrial 

experience)の環境(装置産業か創造的な産業)においても人材の豊富な途上国でも遂行でき

ること、などから低コストのインドなどの途上国に立地選択される可能性があるという。 

 

図表5　開発拠点展開の中期的な
魅力地域
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(出所)UNCTAD(2005)  

 

 確かにインドにおいては、自前主義の政策から高度人材育成に力を注いできた。現在、

                                                 

インドでは、1,000 万人の科学技術人材を有し、うち約 30 万人はR&D活動に従事している

7。また、2005～06 財政年度にインドにおける 17,200 以上のColleges ＆ Institutesが 95

万人の理工系卒業・修了者を輩出した 8 。インドの教育機関の一部(インド工科大学

IIT(Indian Institute of Technology)、インド科学大学院大学IISc(Indian Institute of 

Science)など)は、グローバルに見ても高いレベルにあり、特に欧米社会から高く評価され

ている。中でも、インドのIT人材は高く評価され、数多くのIT関連研究開発拠点が欧米企

業によって設立されている。理工系離れが進む日米欧諸国にとって魅力的な存在である9。 

 
7文部省科学技術政策研究所『インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係』セミナー報告書 
(2006 年 8 月).P.14。 
8 インド MHRD、NASSCOM. 
9 2005 年に日本の大学の理工系卒業・修了者数は 22 万人である。理工系は、理学、工学、農学、医学の

合計を指す。文部省科学技術政策研究所『2006 年版科学技術指標』。 
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さらに、インドは、毎年数多くの留学生が海外に出かけている。例えば、図表 6 が示すよ

うに米国の大学院に在籍しているインド人の学生数は、1999 年の 20,085 人から 2007 年の

66,534 人に急増し、中国を押さえて国別で最大となっている10。インドの留学生は中国か

らの留学生と同じように理工系(Science and Engineering：S&E)の比率が 70％も占めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表6　米国の大学院に在籍する関係国留学生数の推移
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 (出所)NSF “Science and Engineering Indicators 2006、2008”. 

 

 EU企業はインドを最大の域外R&D関連投資先としていることも、EU委員会の調査で

明らかにされている11。EUの調査によると、EU25 の企業は 2002～2006 年の間にインド

で約 94 ヵ所のR&D投資プロジェクト(新規設立)を行ったが、国別ではトップで、中国での

90 ヵ所、米国の約 57 ヵ所より多かった。 

イ ン ド 政 府 の 調 査 機 関 で あ る TIFAC(Technology Information, Forecasting & 

Assessment Council)の調査によると、2003 年末までに多国籍企業がインドで設立した

R&D拠点は、100 以上に上った12。主要な外資系R&D拠点 100 ヵ所のうち、米系が 53 で

もっとも多く、欧州が 29 ヵ所、日本が 7 ヵ所の順になる。初期段階におけるインドでのR&D

拠点設立の目的は自社のインド生産拠点へのサポートであり、生産拠点と一体化する拠点

が多かったが、その後は目的の多様化が見られ、TI、GE、IBMなど遅れて設立されたR&D

拠点は新製品の開発や基礎研究をも任され、独立した拠点が多くなっている13。 

図表 7 が示すように、インド市場で売上高上位の企業はほとんどがR&D拠点を設立し、

研究開発活動を展開している。実際、生産拠点或いはインド市場での売上高が小さくても、

                                                  
10 NSF “Science and Engineering Indicators 2008”. 
11 LTT Research “the implication of R&D off-shoring on the innovation capacity of EU firms”  

January 2007. 
12 TIFAC“FDI in the R&D sector:Study for the patten in 1998-2003, 
13 N.Mrinalini and Sandhya Wakdikar “Foreign R&D sentres in India: Is there any positive impact?” 
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インドの人材などのR&Dリソースを活用してR&D活動を大規模に展開している多国籍企

業も少なくない。例えば、IT分野ではIBM、HP、SAP、製薬分野ではGSK、J&J、Novartis、

電気通信分野ではTI、Nokia、フィリプス、重電・自動車分野ではGE、GMなどが挙げら

れる。コスト削減のためにインドに進出した多国籍企業は、「インドの国内事情にもなれ、

インド人の才能にも気づきはじめており、コスト削減の開発拠点を最先端の製品デザイン

拠点にするなど、バリューチェーンの上流に向かってシフトしている」という現象が起き

ている14。アナマ・ウーメンの調査によると、TI(テキサス・インスツルメンツ)のR&Dセンタ

ーでは、携帯電話をコントロールする最先端のデジタル・シグナル・プロセッサをデザイ

ンした。実際、1984 年に設立したバンガロール拠点で開発された技術・製品で 225 件以上

の米国内特許を取得した。また、バンガロールにあるフィリプッス・イノベーション・キ

ャンパス(PIC)は、フィリプッスにとってオランダ以外では最大規模のR&Dセンターで同社

製品の内臓ソフトの研究開発を行っている。 

 

図表 7 インド市場における売上高上位外資企業と R&D 活動 

 業種 売上高 

(億㌦、07 年度)

本社売上高における 

シェア(％) 

輸出 

シェア(％) 

R&D センター 

Maruti Suzuki 自動車 45 15 7 設立着手 

Nokia 携帯端末 35 7 20 ある 

Hul(Unilever) 日用品 30 6 11 ある 

LG 電子機器 24 6 10 ある 

Siemens 電機 23 2 35 ある 

Holcim セメント 18 9 5 なし 

Samsung 電子機器 17 2 4 ある 

Vodafone 通信サービス 13 2 － ある 

Bosch 自動車部品 10 5 16 ある 

 (出所)Accenture(India)、関係各社 Web、FRI ヒアリング。 

  

2.3 少ない日系企業の対インド R&D 展開 

 研究開発投資に積極的な日本企業では、R&D の国際化推進におけるインドの役割につい

て欧米企業の見方ほど高くはなかったが、重視されつつある。日本経済新聞社が主要企業

の担当役員を対象に実施した「研究開発活動に関する調査」(2008 年度調査)によると、R&D

拠点を新設、増設、拡張する海外地域として見ると、インドは米国、中国、欧州の次にな

る(図表 8)。しかし、2007 年の調査と比べ、米国と中国はそれぞれ 12.9％増と 8.4％増とな

ったが、インドは同 4.4%に止まった。世界最先端の米国と、アジア市場を意識した中国の

「２極体制」という日本企業の R&D 国際展開のパターンを読むことができる。 

                                                  
14 アナマ・ウーメン『バリューチェーンの上流を目指して』。 
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図表8　R&D拠点を新設、増設、拡張する海外の地域

(2008年、日本企業289社調査)
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  (出所)『日本産業新聞』2008 年 8 月 1 日。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

図表9　日本企業のR&D拠点設置先(国・地域)の変化

(n=487)(n=520)(n=596)
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％(複数回答)
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 (出所)ジェトロ(2008) 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

　　　　　　　　図表10　日系製造業における国・地域別海外R&D拠点数　　　　　　

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2007(生産) R&D/生産

NIEｓ 16 15 30 21 25 24 17 12 498 2.4%

ASEAN-4 10 18 21 18 29 27 23 45 1356 3.3%

中国 13 19 28 29 67 56 63 56 1750 3.2%

東欧 1 1 3 3 3 7 7 5 129 3.9%

インド ー ー ー 1 3 4 1 2 106 1 .9%

北米 88 84 92 88 108 107 76 83 796 10.4%

EU-15 44 47 70 48 60 63 52 55 485 11.3%

奥州など ー 4 6 6 8 7 3 11 141 7.8%

全体 177 193 256 216 310 305 249 272 5651 4.8%

 (注)2007 年は NIEｓ3、ASEAN5。 

 (出所)JIBC(2008) 
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また、日本貿易振興機構(ジェトロ)の調査では、日経新聞の調査と若干異なる傾向が見ら

れる。図表 9 が示すように、ジェトロが 2007 年 11 月に行ったアンケート調査結果による

と、今後３年前後に R&D 機能(基礎研究、新製品開発、現地市場向け仕様変更を含む)を拡

大する地域の割合で、中国が 15.8％で米国・西欧はともに 6.8％だが、インドは 2.7％に止

まった。2007 年度の実績と比べると、インドは大幅増加したが、中国や欧米との差は歴然

としている。 

さらに、製造業で海外現地法人を 3 社以上(生産拠点 1 社以上を含む)を有する日系企業を

対象にした日本国際協力銀行(JIBC)の調査においても、インドにおける日本企業の R&D 活

動展開が遅れている状況が明らかにされている。前述の日本経済新聞社の調査結果と同じ

ように、図表 10 が示す調査結果から日系製造業の R&D の国際展開は、欧米における先端

技術の R&D 活動(主に基礎研究や新技術研究のため)と、アジアや東欧での生産活動と一体

化した R&D 活動(主に技術移転に伴う現地化研究のため)の二つのタイプである。因みに、

研究開発基盤が弱く人材の蓄積も少ないアセアン諸国も生産拠点と一体化した R&D 活動

は展開されている。インドについては、生産拠点と一体化した拠点も遅れているし、人材

活用タイプの基礎研究・新技術研究タイプも遅れていることが分かる。 

  

 

図表11　R&D投資におけるインドの
優位性

8.3%

8 .3%
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47 .2%
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人材

中国：ｎ＝４７

インド：ｎ＝３６

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (出所)「日本 CTO フォーラム」アンケート調査(2008 年 5 月) 

 

 中国と比べ消費市場の成長、インフラ整備が立ち遅れているインドでは生産拠点展開自

体も遅れている。市場開拓或いは生産サポートのための R&D 活動展開が遅れるのは理解で

きるが、豊富で世界的にも評価されている人材活用型の R&D 展開も遅れているのは疑問を

抱かざるを得ない。しかし、前述した「日本 CTO フォーラム」メンバーを対象としたアン

ケート調査では、日本企業 CTO の評価からは、R&D 活動におけるインド人材の優位性は
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高く評価されていることが判明されている(図表 11)。市場の優位性は中国に遅れを取ってい

るものの、調査の結果からその潜在性は認めているように思われる。 

日本企業が、インドの優位性を認識しているにもかかわらずインドでのR&D活動展開を

躊躇している背景はどこにあろうか。「日本CTOフォーラム」メンバーに対するアンケート

調査で確認した結果は、図表 12 が示している。日本企業にとってインドにおけるR&D活動

展開の阻害要因としてまず考えられているのは適切な人材の欠如である。図表 11 と合わせ

て見ると、豊富と思われるインド人材プールと日系企業が求めている人材との間にずれが

生じている。「日本CTOフォーラム」の勉強会では、「インドには良質な人材は豊富だが、

日本のモノ作り文化を理解できるかどうかに疑問が残る。或いは自社に見合った人材が採

用、定着できるのかに疑問はある」とか、「インドの人材プールが大きいので、大量な人材

を必要とする研究・開発作業には向いているが、創造的なリサーチや開発は向かない」と

言った意見が具体的に表明されている15。つまり、日本語ができるR&D要員や現場に行き

たがる要員が採用しにくい側面があるかもしれない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表12　インドにおけるR&D活動展開の阻害要因

31.0%

17 .2%

34 .5%

17 .2%

35 .4%

50 .0%

12 .5%

2 .1%

政治的/社会的問題 知財侵害 適切な人材の欠如 その他

インド（n=29) 中国(n=48)

(出所) 「日本 CTO フォーラム」アンケート調査。 

 

次の阻害要因は政治的・社会的問題である。労使紛争に巻き込まれやすいことやカース

ト制の影響、文化や生活習慣の相違などが考えられる。日本企業にとってインドは最大の

民主主義国家で親日的な国民性があると親しみを感じているとは言え、これらの優位性を

ビジネスに結び付けられないのが課題として残る。他方、中国と比べ知財(IPR)侵害問題は

それほど深刻ではないと評価されている。本来 IPR が相対的に守られやすい環境はインド

での R&D 展開を進めていく上での前向きなインセンティブになるはずである。 

また、「その他」の阻害要因には民族性やマネジメント困難などの理由も挙げられている。 

実際、「日本 CTO フォーラム」の勉強においても「日本企業は外国人人材に対するマネジ 

メントが弱いので、インド人材活用と言ってもマネジメントが可能かどうかに不安がある 

と言った意見が聞かれる。 

                                                  
15 社団法人日本能率協会『日本 CTO フォーラム第 3 期報告書』2008 年 7 月 29 日。 
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 以上見てきたように、インドにおける日系企業の R&D 活動展開阻害の最大の要因は人材 

の問題にある。しかし、前述したように、インドにおける欧米企業による大量の R&D 活動 

展開はソフト関連に止まらず、化学、医薬、電機、機械、自動車など製造業分野多岐に渡 

っており、インド人技術者が日本の技術者ほどではなくても中国などと比べ特にモノ作り

への理解に欠けているとは考えにくい。逆に、インド人技術者の持つモデル解析、シミュ

レーションなどの優位性は日本人技術者と補完関係にあると考えられる。むしろ、日本の

企業の R&D 国際化戦略に問題があり、インド人材を生かせない日系企業のマネジメント方

法に課題があると推測される。 

 以下では、日系企業や米系企業の事例研究を通じてインドにおける日米企業の R&D 戦略

や活動状況を検証することにする。 

 

３．ケース･スタディ 

 ケース・スタディでは、インドで外資系企業売上高トップのスズキに関するサーベイ及

びその他日系企業 3社(自動車関連 2社と建設機械 1社)のサーベイと現地拠点へのヒアリン

グを行った。ソフト関連企業については、インドで単独事業を起こして高いプレゼンスを

確立している日系企業は見当たらなかった。他方、米系企業はインドで高いプレゼンスを

誇るソフト関連の IBM と総合電機メーカーの GE に対するサーベイと現地 R&D 拠点への

ヒアリングを行った。以下、ケース・スタディを通じてインドでの R&D 展開に関する日米

企業の戦略や特徴を纏める。 

 

3.1 日系企業の事例 

 近年、日本ではインドブームが生じているが、実際にインドでのビジネス展開を実施し

ている企業はいまだに少数大企業に止まっている。業種では自動車・機械関連がもっとも

多かった。本研究も自動車・機械関連４社をケーススタディの対象にした。 

 

3.1.1 インド市場で先行するスズキの例 

スズキはインドで三つの生産拠点を展開している16。もっとも、注目されるのは、小型四

輪車を生産販売しているマルチ・スズキ社である。1981 年にインドに進出し，1983 年から

クルマの生産を開始した同社の 2008 年度(07 年 4 月～08 年 3 月)の年間生産台数は 76.5 万

台(うち、輸出 5.3 万台)に達し、インドの自動車市場における同社のシェアは 54.6％になっ

ている。図表 13 が示すように、市場シェア 50％台を維持しながら、高い収益率を維持して

いる。スズキは、2009 年度末に 300 万台の販売計画を打ち出しており、うち 100 万台はマ

ルチ・スズキ社によると期待している17。さらに、同社の実績を生かしてインドを小型車の

グローバル生産拠点に仕上げようとしている。 
                                                  
16 マルチ・スズキ社、スズキ・パワートレイン・インディア社 、スズキモーターサイクルインディア社 
17 “Maruti Suzuki to push R&D”

(http://timesofindia.indiatimes.com/Maruti_Suzuki_to_push_RD/articleshow/2687891.cms) 
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 生産を重視するスズキは、本社から技術移転や現地化のために生産と一体化した技術部

門(R&D部門)に在籍している技術者は約 300 人を抱えていた。マルチスズキ社は 2008 年 1

月に行われたインドデリー自動車展にコンパクトコンセプトカー「A Star」を出展した経験

があり、スズキの世界戦略車「スイフト」（Swift）や「SX4」の開発にもかかわった18が、

R&D支出対売上高の比は 0.36％（2007 年度）、0.44％（2008 年度）19に止まっており、車

台開発などの本格的なR&D活動は展開されていなかったといわざるを得ない。 

 他方、インド市場では、韓国の現代自動車などの外資系も小型車の生産に力を入れ始め

ており、また地場メーカーであるタタ・モーターズは 10 万ルピー程度（約 25 万円）の小

型車の開発に成功し、マルチ・スズキにとって強力な競争相手が出現した。 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表13　マルチスズキの経営パフォマンス

54.654.855.655.1
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ROE(％)

シェア
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  (出所)Maruti Udyog Limited(2007) 

 

このように、スズキは、市場拡大が続くインド国内市場で現地進出してきた世界の自動

車メーカーや地場メーカー各社との激しい競争で優位性を保つと同時に、グローバル小型

車の戦略拠点に育てていくために、研究開発拠点や販売関連の施設整備などを進める計画

を急いでいる。2008 年から 3 年間で 500～1000 億円を投じてマルチ・スズキ独自のプラッ

トフォーム開発も視野に入れた「日本並みの開発技術」を持たせる計画を打ち出した20。 

マルチ・スズキ社の R.C. バルガバ会長は 2008 年 9 月 2 日に開催された第 29 回株主総会

で、「親会社スズキが排気量 1200cc 以下の車両についてインドでの研究開発の割合を現在

の 30％から 90％まで高める意向」と発表した。 

                                                  
18 同注 17． 
19 Maruti Suzuki“Annual Report 2007-2008” 
20 “Maruti plans for large investment in R&D in India”

(http://autos.sify.com/News/auto-news-india795.html) 
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 スズキが車台開発を含む研究開発の大規模な専門拠点を設けるのは海外では初となる21。 

研究開発の目的を達成させるために現在、マルチ・スズキ社に在籍している開発要員 300

名を 2009 年 3 月末に 600 人に、将来的には 1,000 人規模に拡大していく計画にある22。イ

ンドでの新卒給与の上昇や高い離職率などでここ数年間、マルチ・スズキ社は、IIT など一

流大学からの卒業生はほとんど採用していない。今後、短期間での研究開発要員の確保は

可能かどうか、また優秀な人材が確保できるかに懸念は残る23。 

 

3.1.2 B 社の事例 

B 社のインド事業は二つの二輪車生産拠点、一つの四輪車生産拠点、二つの自動車部品や

関連機器の生産拠点及び二輪車研究開発センターの、法人格のある 6 つからなる。これら

の拠点はほとんどデリー周辺に立地している。 

  

図表 14 B 社のグローバル R&D 拠点の分布 

    
    (出所) http://www.hrid.com/ 

 

 歴史的な経緯や種々の事情により、3 社はJVで 3 社は 100％B社資本の拠点である24。 

二輪車事業では、(1)26％資本のJV拠点(年間生産台数 390 万台、従業員 12,000 人)と、

(2)100％資本拠点（年間生産台数 100 万台、従業員 4.600 人）の 2 社である。2 社は、生産

ラインも販売チャンネルもブランドも別々で行っている。JVの出荷台数は、2005 年の 60

万台から 2007 年の 88 万台に急増し、インド二輪市場シェアで第 4 位に上り詰めている。

インドにおけるA社の四輪事業(従業員 3,349 名)もJVの形を取っているが、A社は 97.4％所

有で主導権を取っている。 1997 年に生産開始、当初の生産台数は 3 万台であったが、2005

                                                  
21 二輪車の R&D 会社については、同社では、①「SUZUKI MOTOR R&D ASIA CO., LTD.」(2001 年 8

月タイ)、②「SUZUKI MOTOR R&D CHINA CO., LTD」(2002 年 9 月に中国)を設立した。 
22 同注 17． 
23 (財)貿易研修センター2008a 29 ページ。 
24 インドでの B 社の活動状況は 2008 年 1 月 14 日に現地経営者へのヒアリングによる。 
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年 11 月には 5 万台、2007 年 12 月には 10 万台の三車種を生産、2006-07 年は 6.1 万台出

荷に拡大した。また、現在デリー・モンバイ幹線道路沿いのRajasthan州で、第 2 工場も建

設中(小型車を中心に年間 6 万台生産予定)である。  

図表 14 が示すように、B社は日本以外に 7 つのR&D拠点を設置している。四輪車の研究

開発拠点もあれば、二輪車のR&D拠点もある。二輪車のR&D拠点であるHRIDは 2003 年 6

月に設立された独立した研究開発機関である。その役割は、現地にある二つの２輪製造会

社への技術サポートを中心に現地ニーズを取込んだ製品の現地化開発である。二輪車に関

しては 100%現地調達が実現されており、現調化のために 100%の図面がHRIDによって作

成されている。将来的には市場開発・商品企画的な機能も強化していきたいということで

ある。HRIDの活動費用は本社 2 輪研究所から予算化され、本社研究所の指揮監下にある。

現在、インドに四輪車のR&D拠点はないが、2009 年に米、英、ドイツ、タイ、中国に次ぐ

六ヵ所目のR&D拠点の新設がアナウンスされている25。現地の部品やデザインを取り込み、

調達や簡単な設計業務も手かける予定である。現地化を図るとともに、インドで蓄積した

低コストの開発・生産手法を確立させ、新興国市場を中心とする小型車世界市場での競争

力向上につなげたいというB社の戦略が見て取れる。 

 しかし、現地拠点では、モノ作り文化に対する理解や定着率向上などの理由からエンジ

ニアやスタッフは必ずしも IIT のような一流大学卒ではなく、むしろその次の大学卒を中心

に採用を行っている。また、一流人材の創造性を活用するために基礎研究や探求研究など

をもっと推進すべきではないかという問いについて、重複投資を避けるため、基礎研究は

基本的に本社の研究所で行うことにしているという。つまり、基礎研究のグローバル推進

には本社サイドとの調整が必要になると考えられる。 

 また、インドにおける IPR 保護の環境は比較的健全であると B 社の現地マネジャーは評

価しており、IPR環境は、インドでのR&D展開にプラスのインセンティブに働くと考える。 

 

3.1.3 C 社の事例 

 1997 年 10 月にインドバンガロール近郊(カルナカタ州)にC社とインドの中堅財閥と四輪

車生産のJV(従業員 3,500 人)を設立した26。C社が 89％でマジョリティを所有している。

現在の生産能力は 6 万台で 4 車種を生産しており、2006 年-07 年の生産台数は 5 万台で、

インドの乗用車の市場シェア 3％を占める。将来的には 10％の市場シェアを目指す。その

ため、小型車を導入する計画(当初 10 万台)もある。  

しかし、現場では、急いで生産能力を拡大するよりも生産人材育成に力を入れているよ

うである。2007 年 8 月に「C 社技術学校」を作った。3 年コースで収容能力は 200 名で、

現在 64 名が入学している。全寮制で無料の教育を提供しているだけでなく、ある程度の手

当ても支給している。 

                                                  
25 『日本経済新聞』2008 年 9 月 26 日(朝刊)。 
26 C 社のインドビジネスについては 2008 年 1 月 15 日に現地駐在マネジャーへのヒアリングによる。 
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他方、インドでのR&D展開はまだ計画されていない。実際、C社は図表 15 が示すような

R&Dのグローバル体制を取っている。日本の研究所では基礎研究、車両およびエンジンの

新技術研究など全般的なR&Dを行っているが、欧州・米州・オーストラリアの研究所では

車両開発、試験・評価、認証、ソフト開発、技術調査などを行っている。唯一途上国で 2003

年にタイで設立されたR&D拠点である「C社アジア・パシフィック・エンジニアリング&マ

ニュファクチャリング（株）」では、地域の現地生産車開発、評価、生産事業体への業務支

援を行わせている。タイにR&D拠点を設置したのは、生産・販売拠点との連携、整備され

たインフラ、優秀な技術者、政策優遇の存在などが考えられる27。中国を除くアジア・パシ

フィックの地域へのサポートをカバーしているので、インドも技術サポートの傘下に入っ

ていると推測される。市場の潜在性や人材の豊富さからインドにおけるC社のR&D展開の

可能性が高いと思われる。 

 

図表 15 C 社のグローバル R&D 体制 
   

  

日本のR&D拠点 米州のR&D拠点 

   (出所)C社Web(http://www.toyota.co.jp/jp/facilities/rd/) 

欧州のR&D拠点 タイR&D拠点ｵｽﾄﾗﾘｱR&D拠点

 

3.1.４ D 社の事例 

D社のインド事業について、生産ラインでは 1958 年にインド国防省との技術提携事業に

さかのぼるが、その後は 1998 年 2 月に 50％・50％のインド国内市場向けのJV生産拠点を

設立するまで 40 年の歳月がかかった28。数年前の中国のようにインド建機市場の伸び率は

40％を越えており、生産能力の拡大を急いでいる。また、2007 年にはチェンナイで 100％

資本の第 2 生産拠点を立ち上げた。インド国内市場と輸出を両にらみにしている。  

販売ラインでは、早くからインドへの輸出販売を行ってきたが、2007 年には自社 100％

資本の D 社(インド)を設立して、輸入販売などを行っている。また、製造・販売に加え、

                                                  
27 UNCTAD“World Investment Report 2005” P.145. 
28 D 社のインドビジネスについては、2008 年 1 月 15 日に D 社現地拠点へのヒアリングによる。 
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JV 生産拠点の中に約 20 名の設計部隊が配置されている。  

製造、販売に加え、JV 生産拠点に約 20 名の設計部隊が存在している。現地ニーズに基

づく改良・仕様変更対応などを行っている。日本とバンガロール拠点間はオンラインでデ

ータをやり取りできるので、本社主導の設計活動が展開されている。現地化を中心とした

技術サポート活動になっている。 

 実際、これまでD社の経営者は、生産とR&Dの一体化を推奨していた29。現在、生産拠点

では北米に 4 箇所、欧州４箇所、中国２箇所、インドに２箇所の工場がある。研究所は、

生産拠点と一体化した北米で２箇所、欧州で４箇所が設置されている。中国では 2007 年 4

月から二つの生産拠点でR&D活動をスタートさせた。 

図表 16 が示すように、D 社の R&D 支出の売上高比率は低下し続けており、R&D 活動

の効率化やコスト削減が急を要する。加えて、競争相手である米キャタピラ社は 2007 年に

中国で大きな R&D 拠点を立ち上げるなど、D 社も中国或いはインドでの本格的な R&D 拠

点開設が急がれている。ただし、製造業にとって技術流出管理や開発要員の教育が今後大

きな課題となる。 

実際、インドでは、現地JV拠点においても技術開示は必要最小限にしており、設計基準

も一部しか開示していない。また、ワーカーの離職率は安定しているものの、スタッフの

離職率は高い。これらの人材を引き止めるため、いろいろと対策を採っている。最近では、

人材の同業他社への流出が懸念され、より充実した対策が求められる。先行研究では、高

度なR&D活動の展開は優秀な人材を引き付けるインセンティブになっているので、R&D展

開が遅れている日系企業にとって人材戦略面での示唆になる30。 

 

図表16　D社のR&D支出と対売上高比率の推移
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 (出所)D社Web（http://www.komatsu.co.jp/CompanyInfo/profile/randd/） 

 

 

                                                  
29 2007 年 7 月 13 日「日本 CTO フォーラム」会合における D 社の開発担当マネジャーによる。 
30 (財)貿易研修センター2008b 87 ページ。 
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3.1.5 日系企業事例のまとめ 

 以上で見てきた日系企業 4 社の事例を纏めると図表 17 になる。これらの事例からインド

における日系企業の R&D 活動の特徴が明らかになる。 

(1)現地化のための R&D 活動 

 前述したような R&D 国際化の四つの目的、つまり、1)本国からの技術移転を図る活動、

2)現地市場に必要な新製品開発のための固有技術開発活動、3)より進んでグローバル市場向

けの新製品や技術を開発するグローバル技術／製品開発活動、4)本社向けの基礎研究を遂行

する研究開発活動 に照らしてみれば、スズキ社(将来の B 社)を除き 1)の技術移転、つま

り現地化の段階に止まっている。インドでの生産・販売活動の歴史からすれば R&D 活動の

展開はかなり遅れているように思われる。大規模で本格的な R&D 活動を展開しようとして

いるスズキ社の戦略は市場の成長とともに展開されたものである。したがって、インドに

おける日系企業の R&D 戦略は市場の成長或いは生産拠点の拡大に合わせて 1)から 4)への

進化戦略（漸進的アプローチ）を取っていると評価されよう。 

 

             図表 17 インドにおける日系企業の活動状況    

 スズキ B 社 C 社 D 社 

生産拠点 ・四輪：ﾏｼﾞｮﾘﾃｨ､上場 ・二輪：JV、100％ ・四輪:ﾏｼﾞｮﾘﾃｨ JV ・機械：JV、100％ 

 ・その他：二輪、部品 ・四輪：ﾏｼﾞｮﾘﾃｨ JV     

R&D 拠点 ・四輪：開発部隊あり ・二輪：小規模拠点ある ・四輪:なし ・JV 内に設計部隊 

   ・四輪：2009 に設立予定   ・CAD オフショア模索 

R&D 役割 ・現地化 � 自主開発 ・二輪：現地化 ・なし ・現地化 

将来戦略 ・独立 R&D 拠点へ ・基礎研究は日本に集中 ・計画なし？ ・インドか中国か選定中

人材戦略 ・モノ作り重視 ・モノ造りへの理解重視 ・技術学校設立 ・欧米系経験の高度 

   ・トップより 2 流大卒採用  ﾜｰｶｰ人材育成  人材活用(CAD) 

IPR 問題 ・それほど問題ない ・それほど問題ない ・問題なし ・それほど問題ないが 

         技術開示に注意 

 (出所)FRI まとめ。 

 

(2)“Local for Local”の戦略 

 基本的には、日本を中心とする“Hub and Spoke”型の R&D マネジメント方法でインド市

場に着目し、研究開発活動が行われている。“Local for local”の発想で“Local for Global”の

戦略はあまり見られない。このような傾向は、図表 18 が示すように 2007 年の『通商白書』

で取上げられたアンケート調査の結果と一致している。 

 ただし、設立中のスズキのインド R&D 拠点や予定されている B 社拠点は小型車のグロ

ーバル開発拠点を目指しており、日系企業の先行事例と言える。また、C 社はタイ拠点から

インドの生産拠点をサポートすると考えられるが、“Local for Global”の戦略と評価できよ
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う。ただし、市場の成長性や人材プールの現状に照らして考えれば、インドでの R&D 活動

を考える余地は大きいと考えられる。 

 

 

図表 18 わが国企業の研究開発機能の立地状況 

 

(出所)経済産業省『通商白書 2007』。 

 (注)回答企業：現在(ｎ＝10)、今後(ｎ＝28)。単位：会社数 

  

(3)市場密着型で現場重視の R&D 活動展開 

 インドでの R&D 活動は基本的に現地市場密着の設計・エンジニアリングに徹しており、

基礎研究は想定されていない(図表 19)。したがって、開発人材の採用は現場重視で、勤労

感や現場の仕事への情熱などの価値観が求められており、教育を重ねている。創造的なR&D

活動は必ずしも行われているわけではないので、一流人材が採れないよりも採らない政策

を取っているように思われる。 

図表 19 日本とインドでの R&D 活動の概念図 

エンジニアリング等 

開発・設計等 

基礎研究・応用研究 

インド 
日本 

 

 (出所)FRI まとめ。 
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 実際、2008 年 7 月に日本経済新聞社が行った「研究開発活動に関する調査」においても 

日本企業のR&D活動の国際化について「ハイテクの米国と市場密着のアジアの「２極体制」

傾向が見られる31。 

 

3.2 米系企業の例 

 前述したインド政府系調査機関TIFACの調査で明らかにされたように、インドがグロー

バルのR&Dハブになったことについては米系多国籍企業の役割が大きかった。インドへの

R&D関連投資は米系企業のシュアがもっと大きいだけでなく、分野もかなり広い32。次章

では、グローバルな代表企業であるGE(ハードウェア関連)とIBM(ソフトウェア関連)をケー

ススタディの事例に取上げ、インドにおける米系企業のR&D戦略や特徴を検証する。 

3.2.1 GE の例 

GEのインドビジネスは 1902 年に遡るが、1991 年の経済自由化政策まで目立った動きは

なかった33。1997 年にバックオフィス戦略(オフショアリング戦略)としてBPO拠点を設立

してインドでのITオフショア活動を展開した。フロント業務としては、2006 年に「８×８×10

計画」(2010 年に 80 億㌦資産(金融)、80 億㌦売上高を実現）を立てインドでの市場戦略が

動き出した。現時点で単独の製造拠点は設置されていないが、大規模なR&D拠点は展開さ

れている。 

GEの収入の 45%以上は米国以外の市場で上げられているが、これからの 10 年間のスパ

ンでの業績成長の約 60%は途上国、特に中国とインドに依存すると見込み、GEのR&D戦

略と立地選択もこのようなグローバル戦略に依存している34。 

2008 年 1 月に筆者が訪問した John F Welch Technology Center-JFWTC（2000 年設立、

Bangalore、India)は、米国の Global Research Center Headquarters、中国(上海)技術セ

ンター、ドイツ(Munich)技術センターとともに、GE の 4 大 R&D 拠点の一つである(図表

20)。  

JFWTC は、GE のグローバルビジネスにつながるような短期・中期・長期的な技術課題

について研究、開発、エンジニアリング活動を総合的に展開している。研究分野は、ジェ

ットエンジン、プラスチック、CT スキャナー、ガスタービンなど多岐にわたっている。2007

年末現在の R&D スタッフは 3,600 人で、うち Research 関係は 400 名である。2009 年末

にはスタッフ 5,000 人、Research 要員 500 人になるという。 

研究予算の 20％は米国の R&D 本部から委託されて、5 年から 10 年先の技術研究を行っ

ている。残りの 80％は各ビジネスグループから委託された開発・エンジニアリング活動で

ある。そのうち、70％は 2 年先の技術開発・エンジニアリング、10％は 6 ヵ月前後の開発・

                                                  
31 「日本経済新聞」2008 年 7 月 26 日(朝刊)。 
32 TIFAC“FDI in the R & D Sector Study for the pattern in 1998-2003 ：Executive Summary”

(http://www.tifac.org.in/) 
33 GE のインドビジネスについては 2008 年 1 月 15 日に同社のインド R&D センターでのヒアリングに基

づく。 
34 TEKES“Globalisation of R&D”P.82. 
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エンジニアリング活動である。 GE は、2006 年に「8×8×10 計画」を立てているので、イ

ンド市場関連の R&D 活動、例えば、クリーンコール技術、バイオマスエンジン技術などが

数多く行われている。実際、インド政府からの委託研究も行っている。  

図表20 生産がなくてもR&D活動は展開するGE

グローバルリサーチ本部

1,900名（うち基礎研究1,500名）

中国技術センター

1,100名（うち基礎研究200名）

J.F.Welch技術センター

3,600名（うち基礎研究400名）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｻｰﾁ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ

200名（うち基礎研究100名）

(出所）GE Web、FRIヒアリング

（研究内容：機関車、医療機器、
航空機エンジン、環境など）

 
   

現在、当該センターは毎年約 1,000 人ほど新規採用（入れ替え＋拡大採用）をしている。

50％は新卒で、50％は経験者である。インド名門大学の IIT から 200 名前後、IISc から 100

名、その他の NIT(各種の工科大学)から 200 名を採用している。 

 以上、インドにおける GE の R&D 活動は図表 21 のように纏められる。GE のグローバ

ル戦略に基づいて、JFWTC の役割は以下の三つである。 

 

     図表 21 GE のインド戦略：R&D を起点とする鉄アレイ型戦略 

 

インド市場 研究開発 

Local for HQ 

探索研究

Local for Global

R&D

Local for local 

R&D
グローバル

市場

 (出所)FRI まとめ 
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 (1) R&D 主導のインド市場開拓戦略（現地固有技術開発ラボの役割）：Local for local 

R&D 

(2)世界市場開拓へのサポート（米欧・中国の研究所との連携）：Local for Global R&D 

(3)研究本部へのサポート(基礎研究・探求的研究)：Local for HQ R&D 

 

3.2.2 IBM の例 

インドにおけるIBMのビジネス活動は、1991 年にタタとJVで設立された販売会社を 1999

年にIBMの 100％資本にしたIBM(India)を統括会社に、Global Business Solutions(GBS)、 

Global Service Delivery Centre(GSDC)、Strategic Outsourcing(SO)、Business 

transformation Outsourcing(BTO)などの内部組織によって行われている。2007 年末にイ

ンドにおけるIBMのスタッフは 74,000 人に上がっており、米国の 121,000 人に次ぐ海外最

大のビジネス拠点となっている35。 

 

図表22 IBMのR&Dのグローバル展開

・R&DHQ

・1961年設立、1,793人

・コンピューター科学、半導体、材料科学など

・1955年設立、500人

・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、ｻｰﾋﾞｽ科学等

・1995年設立、74人

･半導体､新ｼｽﾃﾑｱｰｷﾃｸﾁｬｰ等

・1998年設立、110人

･計算関連、EC、ｿﾌﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等

・1982年設立、188人

･ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ､ｼｽﾃﾑｳｴｱ､電光技術等

・1995年設立、150人

･ﾋﾞｼﾞﾈｽﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾏｼｮﾝ等

・1972年設立､490人

･ｽﾄﾚｰｼﾞ､ﾏﾙﾁﾏﾃﾞｨｱ等

・1956年設立､250人

･ﾅﾉﾃｸ､ITｾｷｭﾘﾃｨ等

(出所)http://researchweb.watson.ibm.com/worldwide/、FRIヒアリング
 

 

 インドが海外におけるIBMのビジネス拠点になっているとは言え、図表22が示すように、

IBMのグローバルR&D拠点の中でもっとも若い。しかし、独立した研究開発からビジネス

に役立つような或いは顧客のニーズに答えるようなR&Dへ、及びCost Saving というIBM

のR&D活動の戦略から見れば、インドでのR&D活動はIBMにとってもっとも重要な拠点に

                                                  
35 IBM“2007Annual Report” P.50. 
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なってきている36。例えば、2004 にIBMで開発された「Blue Gene スーパーコンピュータ

ー」のアルゴリズムはインドで開発された37。 

インドにおける IBM の R&D 活動は、1998 年に設立された India Research Lab-IRL と

2001 年に設立された India Software Lab-ISL によって行われている。また、ISL の中には

Linux Technology Centre-LTC が置かれている。 IRL は、サービス、ソフト、システムと

ストレージ関連の分野で R&D 活動を行っているが、50％以上はサービス関連となっている。

テーマは、Service Science の研究もあれば、ソリューションツールの研究もあり、Global 

Service Delivery へのサポート業務もある。したがって、IRL の活動拠点も本拠地のニュー

デリよりも IBMのGlobal Service Delivery活動の集中地であるバンガロールが中心となっ

ている。  

インドでのR&D活動の予算について IBM研究開発本部の予算(Researchの部分)と IBM

の各ビジネスラインからの委託研究費(Development の部分)からなる。各ビジネスライン

からの研究委託は R&D 本部とは直接関係なく予算が組み立てられている。インドでは、若

い人材が多く、しかも顧客へのデリバリーを中心としたビジネスを行ってきたので、R&D

要員の熟練者が少ない。したがって、IBM は、本部から上級研究者をインド拠点に派遣し

て R&D 能力の向上を進めているという。例えば、一人の IBM フェロー(60 人しかいない)

を IRL に常駐させている。 

以上、インドにおける IBM の R&D 活動(IRL)は図表 23 のように纏められる。IRL 活動

の特徴は以下の三つである。 

(1) Service Science の研究・産学連携の展開：インドの基礎研究能力を活用 

(2)グローバルデリバリーセンターへのサポート：生産・サービスとの一体化 

(3)グローバル R&D 拠点への育成途上：R&D シフトの受け皿能力の向上へ 

 

図表 23 IRL の活動概念図 

 

コンセプト プレセールス ｻｰﾋﾞｽ契約 ﾄﾗﾝｽﾌｫﾒｰｼｮﾝ ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

ＩＲＬ 開発研究 

Service 

Science  
ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰｾﾝﾀｰ 

(ﾆｭｰﾃﾞﾘ) (ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ) 

 (出所)FRI まとめ 

 

 
                                                  
36 2008 年 1 月 15 日に IBM(India)へのヒアリングによる。以下、インドにおける IBM の R&D 活動状況

の記述もヒアリング内容に基づく。 
37 本研究は主に IBM のコーポレートレベルの研究所である IRL を取上げる。 
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3.2.3 米系企業事例のまとめ 

上で見てきたように、米系 2 社はハード分野でインドにたいした生産拠点がなく、かつ

インド市場の売上高が大きくない現状においても、インドの優位性に適した R&D 活動は大

いに展開している。その特徴は以下のように纏められる。 

 

(1)R&D を起点とする市場戦略 

 通常、企業のグローバル戦略では、海外での販売から出発し、生産の現地化、そして販

売・生産へのサポートとしての R&D 活動が現地で展開されるのが通常のパターンである。

インド GE、IBM にとって大きな市場にはまだなっていない。しかし、既存の市場がなく

ても R&D 活動を起点とする市場育成の戦略を展開する。ローカル市場サポートよりもイン

ドにおける人材プールの優位性を生かしてグローバル市場へのサポートが現段階での活動

重点になっている。つまり、生産拠点との一体化のグローバル市場サポート戦略は選択的

である。生産拠点と R&D 拠点はかならずしも一体化しない場合もある。 

 

(2)R&D 活動のネットワーク戦略 

“Hub and Spoke”型の R&D マネジメント方法を取らず、R&D 活動の最適配置によるネ

ットワーク化戦略を採用している。例えば、GE では、米国 R&D の HQ で基礎研究を行い、

インドの JFWTC でもっとも優位性のあるシミュレーション・モデリングを担当させ、上

海の技術センターで実装試験を行い、グローバル市場に供給しているほどである。実際、

GE が供給する中国のチベット鉄道に使うエンジンの開発や上海駅の新しいターミナルの

屋根に使う新素材の開発は主に JFWTC で行われたという。 

因みに、GE の JFWTC も IBM の IRL も本社 R&D 本部からは予算の 20%しか貰ってお

らず、80%前後は各ビジネスラインからの受託予算で賄っている。 

 

(3)欧米並みのマネジメント体制で基礎研究を展開 

日系企業で見られるような「２極体制」、「漸進的戦略」を取らず、高い市場の潜在性と

豊富な人材プールと言ったインドの優位性に適した R&D 活動が展開されている。市場が顕

在化されるまでは、人材の活用がインドにおける R&D 戦略のメーンターゲットとなってい

る。特に、現地化や生産拠点へのサポートではない基礎研究や探索的な研究が行われてい

る。一流の人材には一流の研究を行わせるので、IIT や IISｃの卒業生のような一流人材を

採用する戦略を採っている。 

他方、マネジメントは欧米並みで独立性や自主性を尊重する。JFWTC と IRL の上級幹

部はほとんどインド出身者が就いている。したがって、IIT や IISｃの卒業生や修了生は入

りたがっている。ただし、インドではビジネスラインやマネジメントに目を向けすぎてR&D

要員としての質が落ちてきている問題や現場への理解が欠けていることが現地ヒアリング

で聞かれる。したがって、JFWTC と IRL ともスタッフへの教育や R&D ノウハウの移転
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による育成も同時に進められている。 

 

４ 日本企業への示唆 

 ここまで見てきたように、多国籍企業のグローバル化は海外市場の追求から始り、顧客

対応の迅速化あるいはコスト削減のために生産の海外移転が続いて行われ、そして顧客サ

ービスや生産へのサポートのために R&D 活動も国際化されるようになった。経済のグロー

バル化の更なる進展や IT の急速な普及、技術の進歩によりグローバル競争がさらに加速さ

れた。国際化された R&D 活動も、在来的な現地化支援からグローバル競争力の強化のため

に行われるようになった。生産の国際分業と同じように R&D 活動の国際最適分業も求めら

れるようになった。インドが R&D 活動拠点として注目されたのも、同国での R&D 展開が

企業のグローバル競争力強化を図る上で有力な助けになるからであろう。 

 

4.1 R&D 活動のグローバル展開の評価について 

 ただし、個々の企業がインドでR&D活動を展開するかどうかは、具体的にR&D活動のパ

フォーマンスを評価する質(Quality)、コスト(Costs)、迅速性(Time)に照らし合わせて評価

してから決定されるだろう。図表 24 が示すように、Tiwari.R等は「BCF評価モデル」(better, 

cheaper and faster)を提起している。つまり、企業は技術、製品、サービスの「よりよい、

より安い、より早い」活動を求めてR&D投資を行おうとしている。インドがこのような企

業の要求を満たしているかどうかが問われる。日本のR&D要員と比べコストの安さ、ある

いは開発の迅速さにはほとんど異論はなかろうが38、R&Dの質或いはR&D要員の能力・ス

キルに懸念は残る39。質の問題についてあるいはR&D投資効果について、個々の企業では

分析が行われているはずだが、データは公表されておらず統計的な分析は難しいと言わざ

るを得ない。また、インドにおける各社のR&D拠点も活動のフェーズや規模によって効果

は変わってくる。 

しかし、大規模な R&D 拠点を展開しようとしているスズキや積極的な R&D 活動を展開

している GE、IBM は自ずとインドにおける R&D 投資に対する評価を行った上で「メリッ

トがある」と判断した戦略展開であると言える。したがって、疑問を抱えながら消極的な

対応よりも積極的な実践を通じて仕組みやマネジメントのやり方を修正・完成していく戦

略がベターと言える。この意味でこれまでの分析やケース・スタディからインドにおける

R&D活動にチャレンジする日系企業に以下のようにいくつかの示唆を提示したいと考える。 

 

 
                                                  
38 インドの事例ではないが、同じ新興国である中国における味の素の R&D 活動では、製品開発や試験テ

ストについて日本より 3 倍の速さで仕上げることができるかつコストは 1/3 で済むと現地 R&D センタ

ー長は証言している(日本 CTO フォーラム 2007『日本 CTO フォーラム第 2 期報告書』)。 
39 多国籍企業の事例ではないが、タタ・モターズの小型車「ナノ」の開発コストは 3 億ドル未満であった

が、先進国では 5 倍の 15 億㌦はかかると言われており、インドの高い生産技術が証明されたと評価する

見方もある（同注 14）。 
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図表 24 R&D 国際化の評価モデル 

 

(出所) Rajnish Tiwari,et al 2007 

 

4.2 日本企業への示唆 

 これまでの分析を通じて、企業の対インド R&D 戦略、マネジメント体制、グローバルナ

レッジへのアクセスなどの視点から日本企業への示唆として以下の３点を提示したい。 

(1)「戦略ミックスモデル」の採用を 

 図表 10 が示すように、日系製造業の R&D 国際ロケーションはイノベーションリソース

の豊富さよりも生産拠点と一体化した展開を好む傾向がある。アセアンや中国には数多く

の生産拠点が設置されているので、R&D 拠点も生産拠点の数に比例して設置されている。

しかし、インドはインフラ整備が遅れているので輸出のための生産拠点設置は進んでおら

ず、また、国内市場もあまり顕在化されていないので、インド国内市場向けの生産拠点も

いまだに少ない。したがって、対インド R&D 活動の展開が遅れていることが、これまでの

分析で確認されている。アセアン、中国と異なる戦略が必要となる。 

日系企業にとって対インド R&D 戦略は、生産、市場へのサポートと、R&D を起点とす

るミックス戦略が模索されるべきである。特に、インドの優位性(国際的に評価される人材

プール、シミュレーション・モデリングの強み、比較的健全な IPR 保護環境など)と一致し

た R&D 戦略が考えられる。具体的には図表 25 が示すように、対インド R&D 戦略の枠組

みが再検討されるべきである。つまり、現地化を中心とした漸進的なアプローチと R&D を

起点とした非連続的なアプローチを内容とする「戦略ミックスモデル」を提起したい。 

 「戦略ミックスモデル」を採用すると同時に、日本本社を含むグローバルな R&D 機能、

内容が合わせて再検討されるべきである。さもなければ、R&D 活動のグローバル最適性が

損なわれる可能性がある。現場の抵抗、特に本社部門の抵抗を突き破って R&D のグローバ

ル最適配置が実現することが肝要である。 
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図表 25 インドにおける R&D 戦略の枠組み 

 

インド(現在) 

  エンジニアリング等 

    開発・設計等 

    基礎研究等 

インド(新) 中国 日本 

(出所)FRI まとめ 

 

(2)マネジメント体制は「制度によるガバナンスモデル」へ 

これまでの分析で明らかにされたように、日本企業は、インドを含め途上国への R&D 活

動は本社からの技術移転のための現地化を中心としているので、本社から統制の強いマネ

ジメント体制を取っている。つまり、日本を中心とする“Hub and Spoke”型のマネジメント

モデルを取っている。 

しかし、上述した現地化を中心とした漸進的なアプローチと R&D を起点とした非連続的

なアプローチを内容とする「戦略ミックスモデル」を採用する場合、R&D 活動における均

一性、安定性を求める側面と独自性、創造性が期待される側面を両立させる必要がある。

また、インド市場のみに着目した“Hub and Spoke”型からグローバル最適のネットワーク型

モデルへの転換も求められる(例：インド拠点と中国拠点などとの協力強化)。したがって、

これまでの「統制型モデル」から統制・自主をミックスした費用対効果の評価やコミット

型の人事評価システムなどによる「制度によるガバナンスモデル」への確立が必要となる。 

 

(3)グローバルナレッジセンターシフトに注目・活用せよ 

 GEとIBMのインド戦略で見られるように、欧米大手多国籍企業では、基礎研究や探索的

な研究の一部をインドにシフトさせている現象が起きている40。このようなR&D拠点の集

積は、インドを新たなグローバルナレッジセンターに押し上げる可能性を秘めている。 

これまで日系企業は、ナレッジリソースへのアクセスを図るために、欧米で数多くのR&D

アンテナ拠点を設立している。欧米企業による探索研究のインドシフトは、これらアンテ

ナ拠点の役割の見直しを迫られることになろう。このような枠組み変化に敏感な企業は欧

米企業のインド拠点からのスピルオーバー(ソフトウェア、業務ソリューション、高度な

CAD など)を期待して現地でアンテナ拠点を活動させている。 

 日系企業は、このようなグローバルナレッジセンターシフト現象に注目すべきであり、

同時にその流れに順応して活用を図るべきである。 

                                                  
40 例えば、2004 に IBM で発表した「Blue Gene スーパーコンピューター」のアルゴリズムはインドで

開発したという。 
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